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平成２８年度予算については、 「経済財政運営と改革の基本方針2015」、

「『日本再興戦略』改訂2015」、「観光立国実現に向けたアクション・プログラ

ム2015」等を踏まえ、下記の基本方針により社会資本のストック効果を重視

した事業等に重点化を図り、我が国における国際競争基盤の強化・拡充及

び観光立国を推進するとともに、地域の活性化に資する事業及び航空の安

全・安心の確保に必要な事業を推進します。

（１）首都圏空港の機能強化

国際航空の拠点となる首都圏空港について、国際競争力を強化し経済成長を促進

するために必要な施設整備を重点的に実施します。

また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の円滑な開催、さらにはそ

の先を見据え、首都圏の国際競争力の強化、増加する訪日外国人旅行者の受け入

れ、地方創生等の観点から、首都圏空港の機能強化に向けて、羽田空港の飛行経

路の見直し等により2020年までに羽田・成田両空港の空港処理能力を約８万回拡大

することに取り組みます。

（２）訪日外国人旅行者の受入環境整備等による地域の活性化

訪日外国人旅行者数2000万人の目標達成が視野に入ってきたことを踏まえ、

「次の時代」に向けた受入環境整備を進めるため、那覇空港及び福岡空港の滑走

路増設事業等空港ゲートウェイ機能の強化及び地方空港におけるインバウンド拡大

に向けた着陸料の軽減を実施します。

また、管制処理能力の向上等による航空ネットワークの基盤強化や地方航空ネット

ワークの安定的な確保を図るとともに、空港運営の民間委託等により国管理空港の

経営改革を推進するために必要な事業を実施し、地方創生及び地域の活性化を推

進します。

（３）航空の安全・安心の確保

航空機の安全かつ安定した運航を確保するため、空港の耐震対策や老朽化対

策等を着実に実施するとともに、空港における先進的なボディスキャナーの導

入による保安検査の高度化等航空保安対策を強化します。

また、エアライン操縦士及び公共性の高いドクターヘリ等ヘリコプター操縦

士の養成・確保についての取組を促進するとともに、無人航空機の飛行禁止空

域や飛行方法を定める等安全運航を確保します。

Ⅰ．平成28年度航空局関係予算の基本方針
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Ⅱ．平成28年度航空局関係予算総括表

１．自動車安全特別会計 空港整備勘定収支

２

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

　 合　　　　計 3,845 （ 3,695 ） 合　　　　　計 3,845 （ 3,695 ）

（注） １．この表には、一般会計に計上の工事諸費を含む。 （　 ）内は前年度予算

　　　 ２．「一般会計より受入」には、「新しい日本のための優先課題推進枠」措置分１２１億円を含む。

　　　 ３．「羽田空港」には、「新しい日本のための優先課題推進枠」措置分１２１億円を含む。

　　　 ４．この表には、平成13年度二次補正において措置されたNTT-A資金の償還関係の２６億円を含まない。

　　　 ５．「空港等維持運営費等」には、財政投融資等の借入金償還経費４９９億円を含む。

　　　 ６．計数は端数処理の関係で合計額に合致しない。

（単位：億円）
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平成28年度
予 算 額

平成27年度
予 算 額

増 ▲ 減 額 備 考

1,343 1,308 35

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 793 761 32

地 方 航 空 路 線
活 性 化 プ ロ グ ラ ム

282 313 ▲31

操縦士の養成・確保対策 63 48 15

そ の 他 物 件 費 205 186 19 ・
・

無人航空機の安全対策
国産旅客機の開発に伴う安全
性審査　　　　　　　　　　　　　　　等

2,043 2,064 ▲21

3,386 3,372 14

2,150 2,069 81

運 営 費 交 付 金 2,112 2,069 43 ・ 訓練機の更新等

施 設 整 備 費 補 助 金 38 - 38

5,536 5,441 95合　　　　　　　計

国 土 交 通 本 省

地 方 航 空 局

区　　　　　　　　分

小　　　　　　　　　計

独 立 行 政 法 人 航 空 大 学 校

ドクヘリ等訓練プログラム開発
航空従事者管理システム構築　等

・
・

２．一般会計（非公共予算）



３

平 成 28 年 度
予 算 額

平 成 27 年 度
予 算 額

事     業     概     要     等

(億円) (億円)

(１) 羽田空港

４９８ ２９２ ・

・ 航空保安施設の老朽化更新等

４９ ４４ ・ 庁舎耐震化、航空保安施設の老朽化更新等

・ CIQエリア利便性向上に向けた調査

８３ ８３ ・ ＣＩＱの充実整備

・ 航空保安施設の老朽化更新等

１２ ３ ・ 今後の中部圏の空港のあり方等の調査

・ 航空保安施設の老朽化更新等

（３）一般空港等 ８１９ ７４３ ・ 那覇空港滑走路増設事業

・ 福岡空港滑走路増設事業（※注１）

・ ターミナル地域の機能強化

・ 空港の耐震・老朽化対策　等

（４）空港経営改革推進 ６ ６ ・

・

・

（５）航空路整備事業 ３１９ ２７０ ・ 統合管制情報処理システム整備事業

・ 航空路管制空域の再編整備事業

・ 航空保安施設の老朽化更新等

（６）空港周辺環境対策事業 ２１ ３０ ・

（７）離島航空事業助成 ６４ ５３ ・ 航空機等購入費補助（機体補助金）

８０ ８０ ・ ボディスキャナーの導入支援等

１，９５０ １，６０４

（注１） 　福岡空港滑走路増設事業に関しては、福岡空港における空港経営改革（コンセッション等）により、適切な

財源を確保することとしている。なお、平成３１年度の空港運営の民間委託開始を目途として、引き続き民間

委託スキーム等について関係者と調整する。

合        計

(１）関西空港等

３．航空の安全・安心の確保

(１）航空保安対策の強化

区                分

(２) 成田空港

事 業 費 （ 国 直 轄 ）

事 業 費 （ 国 直 轄 ）

(２）中部空港

事 業 費

１．首都圏空港の機能強化

住宅防音工事補助、移転補償、緩衝緑地帯等整備
等

民間事業者への運営委託手法等の具体的検討、基
本施設等の現況把握調査等

事 業 費 （ 国 直 轄 ）

地方管理空港における公共施設等運営権方式の準
備事業等に関する負担について、支援のあり方の検
討

駐機場・誘導路整備、際内トンネル整備、空港アクセ
ス道路改良、Ｃ滑走路等の耐震対策

公共施設等運営権を設定した場合の運営権者の公
募手続き

２．訪日外国人旅行者の受入環境
　　整備等による地域の活性化

Ⅲ．平成28年度航空局関係（空港整備勘定）予算の概要



平成２８年度予算では、羽田空港の飛行経路の見直しに必要となる航空保安施
設、誘導路等の施設整備に係る調査・設計等を実施します。

また、駐機場・誘導路の整備、国際線・国内線地区を結ぶトンネル（際内トン
ネル）の整備、空港アクセス道路改良、Ｃ滑走路等の耐震対策、航空保安施設等
の更新・改良を実施します。

２８年度予算額 ４９８（２９２）億円 うち「新しい日本のための優先課題推進枠」

※（ ）内は前年度予算 ［ 羽田：１２１億円 ］

＜参考＞ 借入金償還経費 ４９９（６６２）億円 ※利払費含む

１．首都圏空港の機能強化

（１）羽田空港

羽田空港は、国内航空交通の中心として国内４８空港との間に１日約５００往復、また国際航
空交通では海外２６都市との間にネットワークが形成（２０１５年冬ダイヤ）され、国内・国際の総
旅客数で年間約７，４００万人（平成２６年度）の人々が利用しています。

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の円滑な開催、さらにはその先を見据え、
首都圏の国際競争力の強化、増加する訪日外国人旅行者の受け入れ、地方創生等の観点から、
首都圏空港の機能強化に向けて、羽田空港の飛行経路の見直し等により２０２０年までに羽田・
成田両空港の空港処理能力を約８万回拡大することに取り組みます。

また、平成２８年度は、「『日本再興戦略』改訂2015」等に基づき、国際競争力を強化し経済成
長を促進するために必要な施設整備や耐震対策を重点的に実施します。

＜事業の概要＞

○ 夜間駐機場の拡充等により拠点
空港機能を強化

・ 駐機場の整備
・ 誘導路の整備

○ 国際・国内の乗継ぎ経路の拡充
等により利便性を向上

・際内トンネルの整備
・空港アクセス道路改良

○ 地震発生率が高いとされる首都
圏直下地震等に対し、震災後も
航空ネットワークの機能低下を
最小化するための耐震化を図る

・Ｃ滑走路等の耐震対策

Ｄ滑走路

（2,500m）

羽田空港の老朽化対策

空港機能の拡充

【平成２８年度 主要整備事項】

航空機の安全な運航を確保するため、基本施設や航空保安施設等について、老朽化に伴う
更新・改良等を実施します。

４



（２）成田空港

成田空港は、世界４３カ国、１０６都市（２０１５年冬ダイヤ）との間に国際線ネットワー
クを有する、我が国の中心的な玄関口であり、アジアと北米を結ぶ乗継ぎ需要の取り込みや、
ＬＣＣ・国際航空貨物ネットワークの充実により、さらなる発展が期待されています。

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の円滑な開催、さらにはその先を見
据え、首都圏の国際競争力の強化、増加する訪日外国人旅行者の受け入れ、地方創生等の観点
から、首都圏空港の機能強化に向けて、高速離脱誘導路の整備等により２０２０年までに羽
田・成田両空港の空港処理能力を約８万回拡大することに取り組みます。

また、平成２８年度は、継続中の庁舎耐震対策に加え、 同競技大会に向けて、ＣＩＱ( ※）
エリアの利便性向上を検討するための調査等を行います。

※ＣＩＱ：Customs（税関）、Immigration（入管）、Quarantine（検疫、動・植物検疫）の略

＜事業の概要＞

平成２８年度予算では、庁舎耐震対策、ＣＩＱエリアの利便性向上を検討するための調査等を

行います。

２８年度予算額 ４９（４４）億円
＜参 考＞

○会社事業（約４７０億円）

平成２８年度は、時間値（１時間当たりの処理機数）の向上に向け、高速離脱誘導路、エプロンの整備等を

実施します。

※会社事業費は、全て会社の自己財源で対応。なお、会社事業費及び事業内容は現在の見込み。

成田空港庁舎耐震対策

○ 震災時においても、空
港の運用確保に支障を
来すことのないよう、引き
続き、成田空港庁舎の耐
震対策を実施。

（なお、滑走路、エプロン等
の基本施設については、
成田国際空港株式会社
において対策済み。）

※（ ）内は前年度予算

【平成２８年度 主要整備事項】

５

ＣＩＱエリア利便性向上調査

○ 東京オリンピック・パラリンピック
競技大会での関係者、観客の受
入に向けて、成田国際空港株式会
社と連携し、ＣＩＱエリアを含めた
ターミナルビル全体の利便性向上
を検討していく。

２８年度は、利便性向上に必要な
施設整備を検討するための調査を
実施する。管制塔

（耐震対策済）

庁舎建替
（同一敷地内）



（１）関西空港・伊丹空港

６

（２）中部空港

中部国際空港においては、ＬＣＣ等の新規就航等により需要回復の兆しが見受けられるものの、
完全２４時間化の実現のためには、地元関係者の一層の努力により需要の拡大を図るとともに、戦
略的にフル活用を図っていくことが重要な課題です。

平成２８年度は、中部国際空港株式会社が行う駐機場の整備等の空港機能充実の取組と連携し、
今後の航空需要の変化等に的確に対応するため、リニア中央新幹線開業等による航空需要の変化を
見据えた、今後の中部圏の空港のあり方等の調査を地域とも連携しつつ実施します。また、併せて
航空機の安全な運航を確保するため、老朽化が進んでいる航空保安施設の更新等を実施します。

＜事業の概要＞

リニア中央新幹線開業等による航空需要の変化を
見据えた、今後の中部圏の空港のあり方等の調査を
地域とも連携しつつ実施します。また、併せて航空
機の安全な運航を確保するため、老朽化が進んでい
る航空保安施設の更新等を実施します。

２８年度予算額 １２（３）億円
調査費０.３（０．３）億円を含む。

※（ ）内は前年度予算

滑走路(3,500m)
(H17.2.17 供用)

空港用地
(約470ha)

地域開発用地
(約110ha)

【中部国際空港】

＜参 考＞
○会社事業（約３７億円）

平成２８年度は、新規就航や増便等による今後のスポット
不足の解消や多様なニーズへの対応のための駐機場の整備等
を実施します。
※会社事業費は、全て会社の自己財源で対応。なお、会社事
業費及び事業内容は現在の見込み。

＜事業の概要＞

両空港における航空機の安全な運航確保のために老朽化が進んでいる航空保安施設の更
新等を実施するとともに、関西国際空港の事業価値向上の一環として、訪日外国人旅客の
増加に対応して受入体制の強化を図るため、ＣＩＱ施設の充実整備を実施します。

【関西国際空港】 【大阪国際空港】

Ｂ滑走路(4,000m)
(H19.8.2 供用)

１期空港島

２期空港島

Ａ滑走路(3,500m)
（H6.9.4 供用）

Ａ滑走路(1,828m)
（S33.3.18 供用）

Ｂ滑走路(3,000m)
(S45.2.5供用)

２８年度予算額 ８３（８３）億円
※（ ）内は前年度予算

関西国際空港及び大阪国際空港においては、関西国際空港の国際拠点空港としての再生・強
化並びに、関西国際空港と大阪国際空港の適切かつ有効な活用を通じた関西圏の航空輸送需要
の拡大を図ることを目的として、平成２４年７月に、両空港の経営統合が実現しました。今後
は両空港の事業価値の向上を図るとともに、「オリックス、ヴァンシ・エアポート コンソー
シアム」が設立した新会社へコンセッションによる事業移管を行い、平成２８年４月１日に同
社による運営が開始されます。
平成２８年度は、両空港における航空機の安全な運航確保のために老朽化が進んでいる航空

保安施設の更新等を実施するとともに、関西国際空港の事業価値向上の一環として、訪日外国
人旅客の増加に対応して受入体制の強化を図るため、ＣＩＱ施設の充実整備を実施します。

２．訪日外国人旅行者の受入環境整備等による地域の活性化

＜参 考＞
○平成２８年４月１日より、両空港の運営は「オリックス、ヴァンシ・エアポート コンソーシアム」が設立した新会社
が行うこととなります。このため、平成２８年度の同社による事業等の内容等については、現時点では未定です。



○ 訪日外国人旅行者の受入環境整備として、次の事業を推進します。

・沖縄県と国内外とを結ぶ人流・物流の拠点として極めて重要な役割を果たしている那

覇空港において、更なる沖縄振興を図るため、滑走路増設事業を引き続き実施します。

・福岡空港については、慢性的に発生しているピーク時の航空機混雑を抜本的に解消す

るため、福岡空港における空港経営改革（コンセッション等）により、適切な財源を

確保することとして、滑走路増設事業を引き続き実施します。なお、平成３１年度の

空港運営の民間委託開始を目途として、引き続き民間委託スキーム等について関係者

と調整します。

・空港の利便性向上や航空機の慢性的な遅延の緩和等を目的として、福岡空港、那覇空

港及び新千歳空港において、ターミナル地域再編事業を実施します。

・地域における交流人口の拡大を目指し、航空機の増便や新規就航等に対応するため、

エプロン拡張やＣＩＱ施設の整備等を実施します。

○ 航空の安全・安心を確保するため、空港の耐震対策や老朽化対策を着実に実施します。

（３）一般空港等

２８年度予算額 ８１９（７４３）億円

※（ ）内は前年度予算
＜事業の概要＞

○ 訪日外国人旅行者の受入環境整備

・ 福岡空港滑走路増設事業

２７００ｍ
×６０ｍ １

３
１

０
ｍ

増設滑走路2,500m

現滑走路2,800m

国内線ターミナル

国際線ターミナル

2
1
0
m

７

○供用開始予定日 ： 平成３７年３月末※

※航空法第３８条に基づく告示

○総事業費 ： 約１,６４３億円※

※他に民間事業費：約２００億円がある。

○２８年度事業内容 ：

調査・設計

無線施設整備 等

空港の利便性向上や航空機の慢性的な遅延の緩和等を目的として、福岡空港、那覇

空港及び新千歳空港において、ターミナル地域再編事業を実施します。

その他の地方空港においても、地域における交流人口の拡大を目指し、航空機の増

便や新規就航等に対応するため、エプロン拡張やＣＩＱ施設の整備等を実施し、地方

における訪日外国人旅行者の受入環境整備を推進します。

○工事完了 ： 平成３１年末

供用開始予定日 ： 平成３２年３月末※

※航空法第４０条に基づく告示

○総事業費 ： 約１,９９３億円

○２８年度予算額 ： ３４５億円

（うち国費 ： ３３０億円）

○２８年度事業内容 ：

用地造成（護岸工、埋立工）

管制塔・無線施設整備 等

・ 那覇空港滑走路増設事業

・ ターミナル地域の機能強化



滑走路

管制塔 （イメージ）

エプロン

誘導路

・空港地下構造物の崩落による航空機等の被害を防止

・航空機の離発着に必要な機能を確保

航空輸送上重要な空港等において、地震災害時に、緊急物資等輸送拠点としての機

能確保、航空ネットワークの維持や背後圏経済活動の継続性確保、飛行中の航空機の

安全確保を図るため、最低限必要となる基本施設等並びに管制施設等の耐震対策を実

施します。

非液状化層

液状化層

支持地盤の改良（液状化対策）により、
舗装の損壊を防止 躯体の耐震補強により、地下構造物の損壊を防止

・ 空港の耐震対策

新千歳空港 国際線ターミナル地域再編事業

新千歳空港では国際線旅客の急速な拡大等に伴う施設の混雑の解消及び今後も増
加が見込まれる国際線需要に対応するため、国際線エプロンの拡張、誘導路の新設、
国際線ターミナルビルの機能向上（ＣＩＱ施設）等に必要な整備を実施します。

８

平成２６年５月に策定された国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）等に

基づき、定期的な点検等により劣化・損傷の程度や原因を把握し、老朽化の進んでいる

施設について効率的かつ効果的な更新・改良を実施します。

（老朽化した滑走路舗装の改良）（基本施設点検実施状況） （航空保安施設点検実施状況） （老朽化した計器着陸装置の更新）

○ 航空の安全・安心の確保

・ 空港の老朽化対策

フェンス

国際線エプロン

国際線旅客ターミナルビルの
機能向上（ＣＩＱ施設）

南側誘導路の
新設

国際線エプロンの
拡張

国際線ターミナルビルの混雑

入国審査場の混雑状況

到着コンコースの混雑状況

スポットイン・アウト待ちの混雑

到着機のスポットイン待ち

スポットイン
離陸

離陸機の通過待ち

エプロンの混雑



○民間のノウハウによる非航空系収入の増大と徹底的な効率化・コスト縮減
○収益力の改善を原資とした着陸料等の引き下げや需要に応じた戦略的な空港使用料等の設定
○航空会社・旅客ニーズに的確に対応した動線設定等、施設の利便性向上
○地域と連携した観光振興や空港周辺開発の取り組み

就航路線・便数、旅客数、地域の交流人口の拡大等による地域活性化

・検討が進められている自治体等との間で、各空港の経営改革に関して意見交換を実施。

・平成27年度は、仙台空港において、運営権者に対する業務の引継ぎ及び運営委託を開始。

・平成27年度以降、その他の国管理空港等における公共施設等運営権の活用について具体的に
検討。

（４） 空港経営改革推進

航空系事業と非航空系事業の経営一体化、ＰＦＩ法の公共施設等運営権制度を活用した空港運
営の民間委託等により国管理空港の経営改革を推進し、柔軟な着陸料体系の構築等を通じて地
域活性化の核となる真に魅力ある空港の実現を目指します。

地域の実情に応じた民間による経営の一体化

3.11後の公共インフラ機能のあり方 → 災害復旧等において国が適切に関与できる仕組みが必要

一方、空港は「安全・安心」の拠点でもある。

民活空港運営法の成立（平成25年法律第67号・H25.6.26公布）

＜ 事業の概要＞

「『日本再興戦略』改訂2015」を着実に実施する観点から、仙台空港等について空港
運営の民間委託を着実に進めます。また、その他国管理空港について自治体・民間事
業者から得られた運営形態や経営手法に関する意見・提案を踏まえ、民間事業者への
運営委託手法等の具体的検討等を進めるとともに地方管理空港についても公共施設
等運営権方式の準備事業等に関する負担について、支援のあり方の検討を進めます。

２８年度予算額 ６（６）億円
※（ ）内は前年度予算

今後のスケジュール（「『日本再興戦略』改訂2015」関連）

空港経営改革の背景

地域の交通基盤としての空港を活用し、内外の交流人口拡大等による地域活性化を図る必要

期待される効果

９

＜各地の主な動き＞
仙台：平成28年7月からの運営委託に向けて、平成27年12月1日に東急・前田建設・豊田通商グルー

プが設立した新会社と契約締結。
高松：平成30年度からの運営委託に向けて、手続（民間の投資意向調査）を開始（平成27年10月～） 。
福岡：滑走路増設事業のため運営委託スキーム等について検討中。



航空交通の安全確保を最優先としつつ、首都圏などの混雑空港・空域における航空交通
容量の拡大を図り、より効率的かつ効果的な管制サービスを提供するため、引き続き管制
施設、航空保安施設、通信施設等の性能を確保するとともに、管制空域の再編や航空保安
システムの高度化を推進します。

＜事業の概要＞

・統合管制情報処理システム整備事業
航空需要の増加に対応する基盤の一つとして、新しい管制情報処理システム（統合
管制情報処理システム）の整備を引き続き実施します。平成２８年度は２拠点化を
行う航空路管制処理機能等のシステム製造を行います。

・航空路管制空域の再編整備事業
将来の航空交通量の増大に対応するため、航空路管制空域を上下に分離する空域の
抜本的再編を行い、管制処理能力の向上を図ります。平成２８年度は管制卓及び通
信制御装置の製造等を行います。

・航空保安施設の老朽化更新等
航空機の安定した運航を確保するため、老朽化した航空保安施設の更新等を実施し
ます。

２８年度予算額 ３１９（２７０）億円 ※（ ）内は前年度予算

（５） 航空路整備事業

１０

将来の交通需要の増加に対応する
ため、従来とは異なる、空域の上下
分離により処理容量を拡大

・巡航と上昇降下の処理を高高度と
低高度に分離し処理効率を向上

・低負荷の高高度では取扱機数が
大幅に増加

●航空路管制空域の再編整備事業

【上下分離イメージ】

【現行イメージ】

●統合管制情報処理システム整備事業

レーダー情報処理拠点を４拠点から２拠点に統合
する等により、コスト縮減を図るとともに、データの
安全性を確保し、相互にバックアップする機能の
導入により信頼性の向上を図ります。



概ね
Ｌｄｅｎ５７
ｄＢ以上

Ｌｄｅｎ６２ｄ
Ｂ以上（第１種区域）

Ｌｄｅｎ７３
ｄＢ以上（第２種
区域）

Ｌｄｅｎ７６
ｄＢ以上（第３種区域）

Lden
57dＢ

（６）空港周辺環境対策事業

空港と周辺地域との調和ある発展を図るため、学校・住宅等の防音工事、移転補償等、
緩衝緑地帯の整備を推進し、航空機騒音による障害の防止・軽減、生活環境の改善を進
めます。

＜事業の概要＞

騒防法に定める特定飛行場の周辺地域について、騒音激甚区域からの移転補償、騒
音軽減効果のある緩衝緑地帯の整備、騒音による障害防止を目的とする教育施設及び
住宅防音工事補助等を推進し、空港周辺地域の環境改善に努めます。

２８年度予算額 ２１（ ３０ ）億円
※（ ）内は前年度予算

第１種区域（Lden６２dＢ以上）
・住宅の防音工事、空調機器の更新に

対する補助
・生活保護世帯等に対する防音工事で

設置した空調機器稼働費の補助

第２種区域（ Lden７３dＢ以上）
・土地の買入や建物等の移転補償

第３種区域（ Lden７６dＢ以上）
・騒音軽減効果のある緩衝緑地帯の整備

※ Lden：航空機騒音のレベルを評価する尺度。

※特定飛行場：国管理の事業対象空港 函館、仙台、東京国際、新潟、松山、高知、福岡、熊本、大分、宮崎、鹿児島、那覇

離島航空路線は、離島住民の日常生活及び経済活動に重要な役割を果たしており、地
域的な航空ネットワークサービスの維持及び活性化を図る観点から、総合的な支援を行
います。

（７）離島の航空輸送等の確保

<事業の概要>

離島航空路線は内陸路線に比べ旅客需要が小さく、運航距離が近距離でコスト面
で割高である上、趨勢的な人口減少、経済力の低下等により、離島路線を取り巻く
環境はますます厳しい状況にあります。しかし、離島航空路線は離島住民の日常生
活に不可欠なものであることから、離島航空路線の確保維持を図るため、航空機購
入費補助を引き続き講じることとします。

２８年度予算額 ６４（ ５３ ）億円
※（ ）内は前年度予算

<事業の概要>

生活交通の存続が危機に瀕している地域において、地域の特性・実情に最適な移動手段が
提供され、また、移動に当たっての様々な障害（バリア）が解消されるよう、「地域公共交
通確保維持改善事業」により、離島航空路の運航費補助、島民運賃割引補助及び航空旅客
ターミナルのバリアフリー化等の支援を着実に実施することとします。

２８年度予算額（一般会計） ２２９（２９０）億円の内数
※（ ）内は前年度予算

【関連事項】地域公共交通確保維持改善事業

Lden
76dＢLden

73dＢ

Lden
62dＢ

概ねLden５７dＢ以上の区域
・学校、病院等の防音工事、空調機器

更新に対する補助
・共同利用施設整備に対する補助等

１１



地方空港の国際線着陸料の軽減について

成田

35%

関西

22%

羽田 12%

福岡 6%

中部 5%

新千歳

5%

那覇 5%

その他空港 5% 港 5%

○地方空港の国際線着陸料の軽減

現 状
（使用機材：Ａ３２０の場合）

（参考）着陸料約８万円／回＝約500円／人＝約3,000万円／年間

地方空港における国際航空ネットワークの充実を図るため、新たに国際線の増便等に対する着陸料軽減
制度を導入
対象便：国際旅客定期便の新規就航・増便、国際旅客チャーター便（※羽田・新千歳・福岡空港を除く）

広域観光周遊ルートの形成促進等の取組みとも連携し、地域が実施する誘致策と協調して、国管理空
港の着陸料を1年間1/2に軽減 →着陸料を実質無料化

地方管理空港については、地域が行う路線誘致の取組みに対する地方創生新型交付金の活用を検討

地方空港発着の国際線を充実させ、地方イン・地方アウトの流れを作る

既存軽減措置
（３割減）

着陸料

約８万円／回

地域の支援
（1/2）

新たな軽減
（1/2）

既存軽減措置
（３割減）

訪日外国人の８５％が
ゴールデンルートを含む
特定の空港に集中

（参考）

⑥
③

１２



地方航空支援方策について

○地方航空路線活性化プログラム 〈 非公共予算 〉

地方航空ネットワークの安定的な確保を図るため、一定の旅客需要があるが、代替交
通機関がない又は不便な条件不利地域を発着する航空路線であり、かつ地域主体で維持
に向けた取組を継続している航空路線について、国として評価したモデル的取組に対し
て実証調査を行います。

＜事業の概要＞

地域や航空会社等を構成員とする地域の協議会による主体的な路線維持の取組のう
ち、国として評価したモデル的な取組について実証調査を実施。
本プログラムの対象となる路線は、外部有識者の評価を経て平成２６年９月に全国

８路線を決定し、平成２６年度から平成２８年度までの３カ年の実証調査の実施を予
定。
本プログラムにより得られたモデル的取組の実証効果は、全国の他の地方航空路線

へ波及させていくことを想定しています。

２８年度予算額 一般会計 ３（３）億円

※（ ）内は前年度予算

航空機購入費補助

【地域公共交通確保維持改善事業】
離島運航費補助

島民運賃割引補助

固定資産税の軽減
（小型機材の軽減）

地 方 航 空 支 援 方 策 パ ッ ケ ー ジ

地方航空路線活性化プログラム

公
租
公
課
等

着陸料・航援料の軽減
（小型機材の軽減）

予
算

そ
の
他

１３

羽田発着枠政策コンテスト 地方創生新型交付金



我が国においては、国際テロの脅威が高まる中で、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競
技大会の開催や訪日外国人の急増を踏まえ、万全の備えを速やかに進めることが喫緊の課題と
なっています。

このため、平成２８年度からは、空港の保安検査を厳格化しつつ円滑化を確保できるよう、先進
的なボディスキャナーの導入による保安検査の高度化等、航空保安対策の強化を推進します。

＜事業の概要＞

○ 保安検査の高度化の一環として、旅客が爆発物や銃刀類等を所持していないか効
果的かつ効率的に検知するため、諸外国で導入が進んでいる先進的なボディスキャ
ナーを２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会までに国内の主要空港に導
入することとし、平成２８年度は羽田・成田・関西及び中部の４空港に導入します。

○ このため、従来の各空港管理者による支援（＊参照）に加えて、国としてボディス
キャナ－の整備に対する支援（機器整備費用の１／２補助）を行うことにより、保安検査
を実施する航空会社の初期費用負担を軽減し、導入推進を図ります。

保安検査の高度化

〇 検査に係る旅客の負担を抑え、検査の円滑化を図りつつ保安検査の厳格化を実現。

航空セキュリティの向上と観光立国推進の両立に寄与。

期待される効果

検査画像

＜ボディスキャナ－による検査＞

１４

駐機中の航空機の監視 等旅客及び機内持込手荷物の検査 受託手荷物の検査 空港関係者及び搬入物の検査

＊【参考】 現在、国管理空港において、航空会社等が実施している保安検査（検査機器の整備費や検査
職員の委託費）に対し、国は当該経費の１／２を補助。

なお、国管理空港以外は、地方公共団体をはじめとする各空港管理者が支援。

現行の接触検査に代わるものとして、自動的
に非接触で人体表面の異物を検出する装置
(ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ保護、人体影響も配慮されている)＜現行の接触検査＞

旅客の負担、検査に時間
を要すること等が課題

円
滑
化

３．航空の安全・安心の確保

２８年度予算額 ８０ （ ８０ ） 億円 ※（ ）内は前年度予算

（１）航空保安対策の強化



１５

２８年度予算額 １０（－）百万円
※（ ）内は前年度予算

２８年度予算額 ６３（４８）百万円
※（ ）内は前年度予算
※航空大学校に係る経費は別途計上

（２）無人航空機の安全対策

公共性の高いドクターヘリや消防・防災ヘリの需要増大等に対応するため、訓練プログラムの開発等を通じて

ヘリコプター操縦士の養成・確保を促進します。また、我が国航空業界における短期的・中長期的な操縦士等の

不足を乗り越え、航空ネットワークの充実を支えるため、航空大学校における着実な操縦士の養成や操縦士の

健康管理向上等を通じ、エアライン操縦士の養成・確保を推進します。

エアライン操縦士の養成・確保の推進ヘリコプター操縦士の養成・確保の促進

ドクターヘリや消防・防災ヘリに対応可能な技量・経験

を有する操縦士の養成・確保のため、操縦士の乗務要

件の見直しにも資するよう、訓練プログラムの開発等の

取組を民間とも連携して促進。

我が国の操縦士の安定的な供給

源として中心的な役割を担う航空

大学校において、訓練機の更新

等により着実な訓練の実施等を

推進。

ドクターヘリ操縦士の
年齢構成

50歳以上：65.5%
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等が求められており、
操縦士の高齢化が進展
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10年間で７倍

近年、ドクターヘリの基地数
や運航件数が大幅に増加す

るなど、その需要が増大

○航空大学校における操縦士の着実な養成

操縦士の養成・確保対策

（３）操縦士の養成・確保対策

○操縦士の健康管理の向上等

短期的な操縦士不足に対応して、現役操縦士を有効

活用するため、航空身体検査に係る情報を含む航空

従事者管理システムの構築、加齢乗員の一層の活用

に向けた取組等を推進。 等

無人航空機は、「空の産業革命」ともいわれる新たな可能性を秘めた技術である一方、落下事案等が
発生するなど安全面の課題があることから、改正航空法の施行（平成27年12月10日）により、交通安全
ルールを導入したところです。

今後は、無人航空機の利活用の推進と安全確保の両立に向け、「小型無人機に係る環境整備に向けた
官民協議会」において、関係府省庁とも連携して関係者の意見を十分に聴取し、更なる制度設計の方向
性を検討してまいります。

なお、国際民間航空機関（ICAO）での2019年に適用が見込まれている無人航空機に関する国際基準改
定等の検討に積極的に参画し、我が国基準との協調を図っていきます。

農薬散布 災害調査 レジャー 観測・報道

無人航空機の安全対策

＜無人航空機の利活用例＞ ＜今後の利活用が見込まれる分野＞

配送サービス
インターネットを通じた

商品配送

警備サービス
敷地内への不審者等の
侵入時に対する監視警備

今後の普及や分野拡大の見通しと
安全情報の活用

今後の普及や分野拡大の見通しと
安全情報の活用

◯無人航空機を利用する事業分野の
拡大や普及の見通し及び安全情報
をもとに、安全上の課題を抽出・
運航ルール等の見直しを含め対応
策の検討

具体的運用に向けた関係者間調整具体的運用に向けた関係者間調整

◯機体性能や操作技量に関する基準
や運用の詳細について、有識者等
と調整

◯国際的規則等の検討への積極的参画

技術革新や利用形態の変化、
ルールの見直しに対応した周知活動

技術革新や利用形態の変化、
ルールの見直しに対応した周知活動

◯新たな技術や事業に対応したルー
ルの周知



我が国で初めての国産ジェット旅客機（定員70～90人）

今後20年、世界で5000機以上の需要が見込まれる70

～90席クラス（リージョナルジェット機）の市場に投入

製造国政府としての

安全性審査手法の充実

製造国政府としての

安全性審査手法の充実

安全性審査の本格化に伴う

審査・試験業務の増加

安全性審査の本格化に伴う

審査・試験業務の増加

飛行試験に対応した

研修の強化

飛行試験に対応した

研修の強化

１６

＜事業の概要＞

新たな国産旅客機について、我が国は製造国政府としての確実な安全性審査が求められ
ています。このため、製造国政府としての安全性審査手法を確立し、設計資料の書類審
査、各種試験への立ち会い、装備品や航空機の製造に係る検査の実施等、安全性の審査を
適確に実施することで、市場への円滑な投入・外国への輸出を支援し、航空機産業の振興
にも寄与していきます。

２８年度予算額 ２０８（１９４）百万円
※（ ）内は前年度予算 ※一部公共（維持費）が含まれる。

○飛行試験において自ら操縦

し、評価を行うテスト・パイ

ロットの技量維持

○米国の航空当局とも連携した

飛行試験技量等の専門研修に

よる、安全性審査能力の向上

○図面・解析書の審査、装備品

機能試験や全機静強度試験等

の各種地上試験を実施

○試験機による飛行試験の本格

化により、日米両国において

多数の飛行試験を実施

○開発中の国産旅客機に採用さ

れている新技術等に対応し

た、新たな安全性審査手法を

確立・充実させるための調査

研究を実施

航空安全プログラム（ＳＳＰ）の推進

＜事業の概要＞

従来の法令遵守チェック型の安全監

督に加え、航空安全の更なる向上のた

めの次世代型安全行政の取り組みとし

て、①安全指標・安全目標値の設定と

PDCAサイクルの徹底、②義務報告制

度・自発報告制度（VOICES）等による安

全情報の収集・分析・共有の強化等、航

空安全プログラム（SSP）を推進します。

（４）航空の安全対策の強化

国産旅客機の開発に伴う安全性審査

ＭＲＪの特徴

客室の快適性

低燃費・低騒音

高い安全性

次世代
エンジン 優れた

運航経済性

炭素繊維
複合材
技術

（平成27年11月11日初飛行離陸直後の様子）

提供：三菱航空機㈱



【平成２８年度航空局税制改正主要項目】 参 考

参考：他局による航空関係予算

海外における航空インフラプロジェクトについては、アジア等における航空需要の拡大を
背景として、優れた技術や多様な経験を有する我が国企業にも多くのビジネスチャンスが見
込まれる一方、市場獲得の競争も激化しています。
このため、相手国政府への働きかけや情報収集等、我が国企業の受注獲得に向けた取組を

実施します。

航空分野のインフラ国際展開

２８年度予算額 一般会計１，２６３（１,０４６）百万円の内数

総合政策局予算：「インフラシステム海外展開等の推進」

１７

＜参考＞ ２８年度予算額 財政投融資(産業投資 ３８０億円(３７２億円)等の内数）

(株)海外交通・都市開発事業支援機構が行う出資と事業参画による支援を通じて、海外のインフラ市場への

我が国事業者のより積極的な参入を促進します。

アジアの主なインフラ案件

※（ ）内は前年度予算

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ 航空管制

ﾈﾊﾟｰﾙ 空港（ﾄﾘﾌﾞﾊﾞﾝ国際空港）
航空管制

ｲﾝﾄﾞ 空港（ﾄﾞﾚﾗ新国際空港）

ｽﾘﾗﾝｶ 空港（ﾊﾞﾝﾀﾞﾗﾅｲｹ
国際空港）

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 空港（ｶﾗﾜﾝ新国際空港、
ﾛﾝﾎﾞｸ国際空港、
ﾏｶｯｻﾙ国際空港）

航空管制

ﾓﾝｺﾞﾙ 空港（新ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ国際空港）
航空管制

ﾐｬﾝﾏｰ 空港（ﾊﾝﾀﾜﾃﾞｨｰ新国際空港）
航空管制

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 空港（新ﾎﾞﾎｰﾙ空港、
新ﾏﾆﾗ国際空港）

航空管制

ﾗｵｽ 空港（ﾜｯﾀｲ国際空港）

ﾍﾞﾄﾅﾑ 空港（ﾛﾝﾀｲﾝ新国際空港）
航空管制

国内路線に就航する航空機に係る課税標準の特例措置 【延長】 （固定資産税）

・国内線に就航する航空機（離島路線就航機に係る固定資産税の特例措置の対象となるもの及び専ら
遊覧の用に供するものを除く。）に係る課税標準の特例措置の適用期限を２年間延長する。

（平成２９年度まで）

成田国際空港株式会社が事業の用に供する固定資産に係る課税標準の特例措置 【延長】
（固定資産税・都市計画税）

・成田国際空港株式会社が基本施設、航空保安施設の用に供するために保有する固定資産に係る課
税標準の特例措置（８分の７）の適用期限を２年間延長する。

（平成２９年度まで）



○航空局 航空ネットワーク部 航空ネットワーク企画課 「空港機能高度化推進官」 の設置

○大阪航空局 福岡空港事務所 総務部 「運用調整課」 の設置

航空分野における成長戦略の更なる推進のための組織・定員や、航空分野における
安全・安心の強化のための組織・定員を措置。

Ⅰ．航空分野における成長戦略の更なる推進

【 組織関係 】

【平成28年度航空局関係組織・定員予算措置の概要】

（ⅰ）訪日外国人旅行者数２０００万人の「次の時代」への備えと地方創生への貢献

（ⅱ）管制処理能力・航空輸送力の向上

○航空局 安全部 空港安全・保安対策課 「航空保安脅威評価官」 の設置

○東京航空局 東京空港事務所 「空港安全部」 の設置

○東京航空局 東京空港事務所 空港安全部 「空港危機管理課」 の設置

Ⅱ．航空分野における安全・安心の強化

【 組織関係 】

（ⅰ）航空への脅威・テロ対策とセキュリティ対応力の強化

○航空局 安全部 安全企画課 「無人航空機企画調整官」 の設置

【 組織関係 】

（ⅱ）航空事故の防止・安全（セーフティ）の強化

（ⅲ）航空インフラ強靭化・災害対応等のための管理体制強化

【 定員関係 】

○訪日外国人旅行者受入のための空港施設機能強化や、羽田空港発着枠拡大のための住民対

話を踏まえた地域環境対策の推進のための定員など。増員１６名。

【 定員関係 】

○全国的な空域の再編や、統合管制情報処理システムの運用のための定員など。増員１００名。

【 定員関係 】

○ボディスキャナーなどによる航空セキュリティ対策の高度化や、空港現場におけるセキュリティ・

危機管理対応力の強化のための定員など。増員１１名。

【 定員関係 】

○無人航空機、小型航空機等に係る安全確保や、ドクターヘリの操縦士など航空従事者の質の

確保のための定員など。増員１４名。

○地方管理空港における持続的なメンテナンス体制の確立や、災害発生時における航空保安業

務提供の維持のための定員など。増員２３名。

【 定員関係 】

平成２８年度末定員 ６，６７１名 （増員 １６４名 合理化等 △１３９名 増減 ２５名増）

参 考

１８



（参 考 資 料）

１９



　　（　歳　　　　入　） 　（　歳　　　　出　）    

歳 入 合 計

他会計

からの受入

空港整備勘定自己財源

歳 出 合 計

純粋一般財源
340(8.8)

航空機燃料税
511(13.3)

着陸料等収入
794(20.7)航行援助施設

利用料収入
1,310(34.1)

雑収入等
890(23.1)

３，８４５億円

851
(22.1)

2,994
(77.9)

成田空港
49(1.3)

羽田空港
498(13)

関西空港等
83(2.1)

中部空港
12(0.3)

一般空港等
819(21.3)

航空路整備
319(8.3)

空港周辺
 環境対策
  21(0.5)

維持運営費等
1,975(51.3)

３，８４５億円

離島航空
 事業助成
  64(1.7)

空港経営
　改革推進

6(0.2)

○空港整備勘定の歳入・歳出規模（平成28年度予算額）

○空港整備勘定のしくみ

２０

航空事業者等

雑収入等

空港整備勘定
空港関係
都道府県

空港関係
市町村

（単位：億円）
平成２８年度予算額 ３，８４５億円

一般空港等

８１９

２／１３→２／９

航空機燃料譲与税

１／５ ４／５

１１／１３→７／９ 航空機燃料税

８９０

（注）１．計数は端数処理の関係で合計額に合致しない。

空港周辺
環境対策

２１

航空路整備

３１９

維持
運営費 等

１，９７５

空港使用料

着陸料等
航行援助施設利用料

２，１０４

空港経営
改革推進

６

（注）２． は平成２６年度から３ヵ年の特例措置。

一般会計

航空機燃料税
５１１

一般財源
３４０

離島航空
事業助成

６４

中部空港

１２

関西空港等

８３

成田空港

４９

羽田空港

４９８

本則 26,000円/kℓ → 18,000円/kℓ
離島路線 19,500円/kℓ → 13,500円/kℓ
沖縄路線 13,000円/kℓ → 9,000円/kℓ



（注１） 歳入額は当初予算ベース。
（注２） 特会改革により、空港整備特別会計は平成２０年度から社会資本整備事業特別会計空港整備勘定として計上し、平成２６年度から自動車安全特別会計空港整備勘定

として計上している。
（注３） 計数は端数処理の関係で合計額に合致しない。

（年度）

(単位：億円)

3,845

5,726 5,638
5,406 5,280

4,593

3,264 3,181

一般会計
からの
受入額

1,670 1,628 1,536 1,429 1,131 719 707 772 897 877 851

歳入予算の推移

3,277

２１

3,656 3,695

２１

航空局定員の推移

6,914 6,901 6,883 6,874 
6,844 

6,797 
6,761 

6,684 6,662 6,646 
6,671 

6,200

6,400

6,600

6,800

7,000

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

各年度末定員 （単位：人）



空港使用料の軽減措置

１．ネットワーク維持のための地方路線に係る着陸料軽減

■ 国内航空ネットワークの回復が未だ十分ではない状況に鑑み、従来より実施している軽減措置を
平成28年度においても継続。

２．その他の軽減措置

■ 最大離陸重量50t以下の小型機材に係る着陸料の軽減措置（9/10）を平成28年度においても継続。

■ 国際旅客チャーター便促進に係る着陸料軽減（1/2（※羽田を除く））を平成28年度においても継続。

■ 国際線定期便に係る着陸料軽減（7/10（※羽田・那覇貨物を除く））を平成28年度においても継続。

■ 羽田空港着の国際線深夜早朝便に係る着陸料について、新規に就航又は増便を行った場合の軽

減措置（1年目50％、2年目30％、3年目20％)を継続。

■ 羽田空港着の深夜早朝国際貨物便に係る着陸料軽減（1/2）を平成28年度においても継続。

■ 羽田空港発着の深夜早朝国内便に係る着陸料軽減（1/2（伊丹路線を除く））を平成28年度におい

ても継続。

■ 那覇空港発着の国内路線及び国際貨物便並びに離島発の国内路線に係る着陸料及び航行援助

施設利用料の軽減措置（機材の種別等に応じて1/6～1/16に軽減）を平成28年度においても継続。

■ 国際旅客定期便の新規就航・増便又は国際旅客チャーター便の就航を行った場合について、既存

の軽減措置に加え、地域が実施する誘致策と協調して着陸料を軽減（1/2 (※羽田・新千歳・福岡を

除く））する措置を新設。

到着空港

羽田 福岡 、新千歳
羽田、福岡、新千歳

を除く国管理・共用空港

出
発
空
港

羽田、伊丹、福岡、新千歳 本則

関空、広島、高松、松山、北九州、長崎、熊本、
大分、宮崎、鹿児島、小松

3/4

1/2
釧路、函館、高知、米子（美保）、岩国、徳島 1/2

旭川、帯広、秋田、山口宇部、女満別、青森、庄
内、富山、神戸、鳥取、出雲、岡山、佐賀

2/5

稚内、紋別、中標津、三沢、大館能代、山形、能
登、南紀白浜、石見、その他

1/5

２２



補正予算額： １５２百万円

訪日外国人旅行者の急激な増加に伴う空港のCIQ施設の著しい混雑を解消するた
め、CIQ職員の増員とも連携しながらCIQ施設を拡張します。

【参考】一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策（抜粋）

Ⅱ．緊急に実施すべき対策

１．「GDP600兆円」の強い経済実現に向けた当面の緊急対策

■ローカルアベノミクスの推進を通じた地域の付加価値創造力の強化

○観光分目標の設定に向けて早期の検討を行うとともに、宿泊施設、交通
アクセス、旅客受入体制、地方誘客等の制約要因の解消に向け、官民
ファンドの活用等を通じ、取組を進める。また、観光産業の生産性向上
に向けた取組を進める。

補正予算額：３，０７７百万円

豪雨等災害時における空港機能を維持するために、空港施設の冠水対策等を緊

急に実施します。

平成２７年度航空局関係補正予算の概要

平成２７年度補正予算については、「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」
（H27.11.26一億総活躍社会国民会議決定）の一環として、旅客受入体制の制約要因を解消する
ため空港のCIQ施設を拡張します。

また、平成２７年９月の関東・東北豪雨等における被害を踏まえ、空港の緊急防災事業を実施
します。

＜事業の概要＞ 補正予算額：３，２２９百万円

○一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策

○空港の緊急防災対策

２３



首都圏空港（羽田・成田）の機能強化について 参考資料

２４

羽田空港における滑走路運用・飛行経路の見直し

平成25年9月26日

平成25年11月1日～

平成26年8月26日～

交通政策審議会航空分科会基本政策部会

首都圏空港機能強化技術検討小委員会

首都圏空港の更なる機能強化に関する検討の進め方

※H26.7.8 に中間取りまとめを公表

首都圏空港をめぐる航空政策上の課題の整理

首都圏空港の機能強化策にかかる技術的な選択肢の洗い出し

関係自治体や航空会社等関係者にも参画を求め、機能強
化の具体化に向け協議

首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会

首都圏空港の更なる機能強化に関する技術的な選択肢
－首都圏空港機能強化技術検討小委員会の中間取りまとめ（概要）－

・既存滑走路の延長

・滑走路の増設

・管制機能の高度化
【年間＋約２万回（約55回／日）】

・高速離脱誘導路の整備
【年間＋約２万回（約55回／日）】

・夜間飛行制限の緩和
【年間＋α回】

■2020年東京オリン
ピック・パラリンピック

以降の方策

・滑走路の増設

■2020年東京オリンピック・パラリンピッ
クまでに実現し得る主な方策

合計 年間約75万回＋約8万回

・滑走路処理能力の再検証
【年間＋約1.3万回（約35回／日）】

・滑走路運用・飛行経路の見直し
【年間＋約2.3～2.6万回（約63～72回/日）】

羽
田
空
港

成
田
空
港

首都圏空港（羽田・成田）の空港処理能力の増加
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30.3

（万回）

平成22年
10月まで

41

27

68

平成25年
3月31日以降

以
降
、
首
都
圏
空
港

を
含
め
た
オ
ー
プ
ン

ス
カ
イ
を
実
施

うち国際線 ６万回
昼 間 ３万回
深夜 早朝 ３万回

平成22年
10月31日以降

71.7

44.7
うち国際線 ９万回
昼 間 ６万回
深夜 早朝 ３万回

27

平成26年
3月30日以降

52.3

＊１．いずれも年間当たりの回数。

＊２．回数のカウントは、１離陸で１回、１着
陸で１回のため、１離着陸で２回とのカウ
ント。

＊３．羽田空港の発着枠数の中には、深夜
早朝の国際チャーター便等の運航に使
われる枠数も含まれる。

羽田空港

成田空港

平成27年
3月29日以降

（離陸・着陸合計：９０回／時）
（離陸・着陸合計：８０回／時）

現出発経路
（Ａ、Ｃ滑走路）

現好天時到着経路
（Ｂ、Ｄ滑走路）

現悪天時到着経路
（Ｂ、Ｄ滑走路）

※経路の点線は約6,000ft以上を想定

Ｃ滑走路到着経路

Ａ滑走路到着経路

Ｂ滑走路出発経路

Ａ滑走路出発経路

※経路の点線は約6,000ft以上を想定

南風運用の割合
運用全体の約40％

（年間平均）

南風時新経路の運用時間
15:00～19:00 

（切替時間1時間を含む）

新飛行経路案【南風時】現行飛行経路【南風時】



２５

ソウル：３便

青森空港

ソウル：３便

ソウル：７便 上海：７便 合肥：２便

ソウル：３便 高雄：３便
熊本空港（２都市６便）

ソウル：５便 大連・北京：５便
台北：９便 上海・成都：７便
香港：４便

広島空港（７都市３０便）

ソウル：３便 上海：２便 香港：３便 台北：４便

鹿児島空港（４都市１２便）

バンコク：７便 北京：４便 釜山：５便
天津：２便 グアム：２便 香港：９便
ホノルル：３便 ソウル：２８便
上海：９便 高雄：５便 台北：２５便
クアラルンプール：４便
ユジノサハリンスク：２便

新千歳空港（１３都市１０５便）
2010年から2015年の地方空港に
おける定期国際旅客便の増加
４４６便→７９３便（約５割増加）

ソウル：３便 上海：４便 台北：７便

小松空港（３都市１４便）

ソウル：３便

米子空港

ハルビン：５便 ソウル：５便
上海：２便

新潟空港（３都市１２便）

上海・北京：２便 グアム：２便 ソウル：４便
台北：７便 北京：２便

仙台空港（５都市１７便）

ソウル：３便 台北：３便 香港：２便

宮崎空港（３都市８便）

ソウル：３便 上海：４便 台北：４便

高松空港（３都市１１便）

2015年冬季当初の定期旅客便数。（時刻表をもとに作成）
便数は週当たりの往復便数。就航都市数には経由地も含む。

ソウル：３便 上海：２便

アムステルダム：２便 バンコク・シンガポール：７便
バンコク：７便 青島・北京：７便 大連・北京：７便
釜山：４９便 大連・長沙：３便 グアム：７便
ハノイ：４便 ホーチミン：２便 台北・香港：７便
香港：２１便 ホノルル：５便 マニラ：７便
ソウル：８１便 上海：３５便 シンガポール：７便
台北：２１便 広州：２便 南京・成都：３便
上海・武漢：７便 高雄：７便

福岡空港（２２都市２９８便）

ソウル：４便

大分空港

台北：４便 上海：５便 北京：３便

旭川空港（３都市１２便）

上海：８便 深圳：２便

茨城空港（２都市１０便）

ソウル：３便 上海：２便
台北：２便 大連：２便

富山空港（４都市９便）

ソウル：３便 上海：３便

佐賀空港（２都市６便）

台北：６便 天津：２便
北京：２便 杭州：２便

函館空港（４都市１２便）

杭州：４便 合肥：２便 南京：２便 寧波：４便
ソウル：３便 上海・武漢：７便 石家荘：２便 台北：４便
天津：７便 温州：２便 武漢・南寧：２便 塩城：２便

静岡空港（１３都市４１便）

ソウル：３便 上海：２便

松山空港（２都市５便）

岡山空港（３都市１６便）

北京：２便 釜山：１０便 高雄：２便
香港：２２便 ソウル：３９便
上海：１４便 台中：２便 杭州：４便
台北：４５便 天津：４便
福州：２便 アムステルダム：５便

那覇空港（１２都市１５１便）
長崎空港（２都市５便）

秋田空港

空港名：2010年→2015年
新千歳空港：9都市49便→13都市105便
福岡空港：18都市185便→22都市298便
那覇空港：4都市24便→12都市151便

地方空港における国際航空ネットワークの展開



離島航空路線維持対策

■協議会（都道府県ごと）において、離島の生活に必要不可欠な航空路の確保維持の内容について議論し、
生活交通確保維持改善計画を策定

■補助対象路線
経常損失が見込まれる路線のうち、

①最も日常拠点性を有する、
②海上運送等の代替交通機関により概ね２時間以上、
③２社以上の競合路線でない路線

■補助対象経費は、実績損失見込額と、標準損失額のいずれか低い方
■補助対象経費の１／２以内を国が補助（残り１／２は地域で負担）
■制度拡充 （平成２３年度下半期～） 特別会計から一般会計へ移行

（平成２４年度～） 島民運賃割引の拡充を支援
（平成２６年度～） 島民運賃割引の基準運賃の引き下げ

最も日常拠点性を有する路線に準ずる路線については、
島民運賃割引の補助対象とできるよう要件を緩和

１．運航費補助

■対象航空機 ： ９人以上の旅客、1,500メートル以下の長さの滑走路で離着陸できる飛行機
■補助方式 ： 補助対象航空機及びその部品の購入に要する費用の45% （沖縄路線に就航する場合は、

75%）を補助

２．機体購入費補助

■一定の離島路線に就航する航空機について、通常の３／４へ軽減
１ｋｌ＝２６，０００円→１９，５００円
※特例措置の期間（平成26年度～平成28年度）：１ｋｌ＝１３，５００円に軽減

■沖縄路線に就航する航空機について、通常の１／２へ軽減
１ｋｌ＝２６，０００円→１３，０００円
※特例措置の期間（平成26年度～平成28年度）：１ｋｌ＝９，０００円に軽減
※沖縄路線の適用対象には、沖縄県の区域内を結ぶ全路線も含む。

５．航空機燃料税の引き下げ

■ターボジェット機 （B737等） 一般路線の １/  ６
■その他航空機 （DHC-8-400等） 一般路線の １/  ８

うち、着陸料 ６ｔ以下（ｱｲﾗﾝﾀﾞｰ等） 一般路線の １/１６
航行援助施設利用料 １５ｔ未満（SAAB340B等） 一般路線の １/１６

※以下の措置については、離島路線にも適用される。
最大離陸重量50ｔ以下の小型機材に係る着陸料について、上記に加えて10％の軽減措置。
最大離陸重量15ｔ～20ｔの小型機材に係る航行援助施設利用料について、上記に加えて１／２の軽減
措置。

４．着陸料の軽減、航行援助施設利用料の軽減

■最大離陸重量30ｔ～70ｔ（B737） 取得後３年間１／３
その後３年間２／３

■最大離陸重量30t未満（DHC-8-100～400、ｱｲﾗﾝﾀﾞｰ） 永久に１／４

６．固定資産税の軽減

■対象航空機 ： ９人以上の旅客、1,500メートル以下の長さの滑走路で離着陸できる飛行機
■補助方式 ： 衛星航法補強システム（MSAS）受信機購入に要する費用の45%（沖縄路線に就航する

場合は、75%）を補助

３．衛星航法補強システム（MSAS)受信機購入費補助

２６



２７


